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■ 第1節　アンケート調査及び職員研修の概要
多摩・島しょ地域の39の市町村に対して、内部統制の取組状況や課題、今後の意向等につ
いて、2018年 7 月から 8月にかけてアンケート調査を実施した。アンケート調査の項目等は
以下のとおりである。
そして、アンケート回答の深掘りや事務の現状等について、町田市、立川市、清瀬市、奥
多摩町に追加調査として対面でのヒアリングを行った（自治体名の並びは実施順）。

図表12　アンケート調査項目等

項目 主な内容 分析

内部統制の概況把握

【アンケート調査票Ⅰ　問 1～問20】
内部統制の概況を把握するために、内部統制の基本的要素の観点から
多面的な質問を実施し、 3段階（ 3：優、 2：良、 1：可）の選択肢か
ら回答

第 2節
1．

現時点での内部統制の取組状
況

【アンケート調査票Ⅱ　問 1～問 9】
アンケート回答時までの内部統制に関する具体的な取組の実施及び実
施予定、内部統制全般を所管する部署の設置の有無等

第 2節
2．（ 1）

多摩・島しょ地域の自治体に
おけるリスク等の傾向

【アンケート調査票Ⅱ　問10 ～問17】
直近 3 年間に発生した事務処理誤り等の発生や財務事務を適切に執行
できない可能性が高い業務プロセスに関する質問等

第 2節
2．（ 2）

内部統制の整備・運用に関す
る課題

【アンケート調査票Ⅱ　問18 ～ 22】
多摩・島しょ地域において内部統制の取組を実施するに当たり、取組
を阻害する要因になると考えられるものに関する設問等

第 2節
2．（ 3）

また、2018年10月31日には、多摩・島しょ地域の市町村の職員を対象に以下の内容の職員
研修を実施した。

図表13　職員研修の内容

項目 講師 内容

基調講演 日本大学　経済学部教授
石川恵子氏 自治体における内部統制の基本的な考え方

講義 有限責任監査法人トーマツ 検討中のモデルや先進自治体の事例解説等

ワークショップ
日本大学　経済学部教授
石川恵子氏
有限責任監査法人トーマツ

参加者同士で内部統制の導入に向けた実務上の課題等を意
見交換しながら、全体で共有

※分析は第 2節 2．（ 4）にて行う
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■ 第2節　アンケート調査及び職員研修から見られる内部統制の現状と課題
前述のアンケート調査等の結果について、多摩・島しょ地域の自治体の現状と課題として
整理・分析した。回答等は各調査実施時点のものとなる。なお、一部設問は、以下の図表の
とおり2018年 1 月 1 日現在の人口に応じて規模別に 4つに分けて考察している。
アンケート調査の回答割合は、少数第 2位を四捨五入して算出しているため、内訳の合計
が100％にならない場合もある。

図表14　アンケート調査分析における自治体区分9

 

9　  人口に関する出典：東京都総務局ホームページ＜http://www.toukei.metro.tokyo.jp/juukiy/2018/jy18000001.htm＞
（アクセス日：2018年12月28日）を基に作成
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1．概況把握

規模別の回答点数の総平均は、以下の図表15のとおり、「特大2.8」、「大2.7」、「中2.4」、「小
2.0」となっており、規模が大きい自治体の方が高い点数の傾向にある。また、個別の質問の
回答傾向について、次頁図表16に示した 5つの傾向が見受けられた。なお、図表15及び図表
16の「問」の列の色分けは、 5つの傾向ごとに分類したものである。

図表15　概況把握に係る回答結果
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図表16　アンケート調査分析における回答傾向

以上、内部統制の概況を把握するための質問への回答を分析した結果は、次のとおりであ
る。

分析①

　自治体規模にかかわらず、ヒヤリハット集等のリスク一覧の整備や識別したリスクと
対応する統制行為又はマニュアルとの紐付けについては、既存の取組では十分ではない。

分析②

　小規模自治体では、「契約事務等のマニュアルやフロー図の整備、日常業務における未
使用の情報システムやパソコンの有無及び日常業務に利用するパソコンからのサイトア
クセス制限」等が未整備の場合がある。
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2．詳細把握

（ 1）現時点での内部統制の取組状況

具体的な取組を実施している自治体は 5自治体、実施していない自治体の中で今後具体
的な取組を実施する予定の自治体は 7自治体である。つまり、 3割程度の自治体で内部統
制に関して何らかの取組を実施済み又は実施予定であると分かる一方、 7割程度の多くの
自治体では内部統制に関して現在のところ実施予定がないことが分かる。

図表17　内部統制に関する庁内の取組の有無（予定を含む）（単一回答）

全庁的に内部統制全般を所管する部署を設置している自治体は 8自治体あり、主に総務
や企画部門が担っている。

図表18　内部統制全般を所管する部署の有無（単一回答）

以上、現時点での内部統制の取組状況を把握するための質問への回答を分析した結果は、
次のとおりである。
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分析③

　多摩・島しょ地域の自治体は、内部統制を導入するための体制整備や方針の策定等は
進んでいない。

（ 2）多摩・島しょ地域の自治体におけるリスク等の傾向

事務処理誤り等の発生種類数を自治体の規模別で整理すると、以下の図表のとおり、自
治体当たり平均発生種類は、「特大3.8」、「大2.5」、「中1.5」、「小0.6」となっている。
自治体の規模が大きくなるほどリスクの発生種類が増加するという結果は、2017年 3 月
に一般財団法人地方自治研究機構が公表した「市区町村等の内部統制型リスクマネジメン
トに関する調査研究」においても、不祥事等のリスクの発生実態という項目で同様の結果
となっている。自治体の規模が大きくなるにつれて、事務処理件数自体が増加すること、
また職員数が増えて職員の公務外の法令違反行為等の発生可能性が増加することが原因と
考えられる。

図表19　自治体規模別の事務処理誤り等の発生種類

事務処理誤り等が発生した事務において、「対策していない」場合は少数であり、「上席者
が承認するようにしている」や「職員のスキル向上のための施策を行っている」、「担当者間
のダブルチェックを実施している」という対策が多く講じられていた。なお、事務処理誤り
等の発生の有無別に講じていた対策の割合を比較したところ、講じていた対策に顕著な違い
は認められず、むしろ事務処理誤り等が発生したものの方が多くの対策を講じていたという
結果であった。
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図表20　事務処理誤り等の発生有無と講じていた対策の違い10

財務事務を適切に執行できない可能性が特に高いと考えられている業務は、以下の図表の
とおり、多い順に「補助金等の執行」、「歳入」、「財務管理全般」が挙げられる。

図表21　財務事務執行リスクの観点からリスクの高い業務（ 3つ選択回答）

10　事務処理誤り等の発生の有無自体の回答がないものは除いている。
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財務事務を適切に執行できない可能性が特に高いと考えられている業務に関して、それぞ
れを選んだ理由も集計している。
「補助金等の執行」について、適切に執行できない可能性が高いと考える理由には、「相互
チェックや上席者の承認等が十分に機能していないおそれがあるから」、「業務量が多く不適
切な財務事務執行の発生可能性が高いから」が多く挙げられている。
ヒアリングによる追加調査では、「相互チェックや上席者の承認等が十分に機能していな
いおそれがあるから」の原因について、補助金等の法令等の改正を担当者だけでなく上席者
も全て把握しておくことが困難であることや、一部の補助金等の執行に関しては担当部署の
みの執行であり、管理部門によるチェックが入らないことが挙げられた。
「歳入」について、適切に執行できない可能性が高いと考える理由には、「業務量が多く不
適切な財務事務執行の発生可能性が高いから」が多く挙げられている。
「財務管理全般」について、適切に執行できない可能性が高いと考える理由には、「職員の
マンパワーが不足しているから」、「取り扱う金額が大きく、不適切な財務事務の執行があっ
た場合にダメージが大きいから」等が挙げられている。

図表22　財務事務執行リスクの観点からリスクが高い業務とその理由の関係

以上、多摩・島しょ地域の自治体におけるリスク等の傾向を把握するための質問への回答
を分析した結果は、次のとおりである。

分析④

　自治体規模が大きくなるにつれて事務処理誤り等の発生種類数が多くなっており、事
務処理誤り等の件数も比例して多くなっていると考えられる。
　「職員の公務外の法令違反行為等」以外の事務処理誤り等について、発生に関する顕著
な傾向は見られないことから、特に生じやすい事務処理誤り等があるわけではない。
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分析⑤

　同種の対策を講じていても、事務処理誤り等が発生した場合と発生していない場合が
あるため、事務処理誤り等が生じていない場合には、「対策が有効なため事務処理誤りが
生じていない場合」と「対策が有効なわけではないが事務処理誤り等が発生していない場
合」の 2つの場合が存在すると考えられる。
　したがって、これまでに事務処理誤り等が生じていないとしても、講じている対策が
有効に機能していると判断することは早計である。

（ 3）内部統制の整備・運用に関する課題

内部統制を整備・運用していく上で取組を阻害する要因について、自治体規模別に回答
を整理した。「内部統制の取組に担当人員を確保できない」、「専門的な知見を有する職員
がいない」という人員に関する回答が多い。
前者については、内部統制の整備・運用を実施する場合、一定程度の工数が見込まれる。
しかし、現状では、そのための人員補充が見込まれていないことによるものと考えられる。
また、後者については、全庁的に取組を推進していくために、各部署に対していくつかの
作業を依頼することが想定される。そこで、説得力を持って内部統制に関する取組の意義
等の説明や研修が実施できる職員を求めているものと思われる。

図表23　自治体規模別の内部統制の取組を阻害すると考えられる要因

以上、多摩・島しょ地域の自治体における内部統制の取組を阻害する要因を把握するた
めの質問への回答を分析した結果は、次のとおりである。

分析⑥

　内部統制を整備・運用していく上で取組を阻害する最大の要因は、担当人員の確保や
専門的知見を有する職員の不足を含めた人的資源の制約である。
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（ 4）ワークショップでの意見

職員研修で実施したワークショップでは、業務レベルでのリスク識別、モニタリング（独
立的評価）をテーマについて議論した。具体的な実施内容は、以下のとおりである。

図表24　ワークショップの内容

テーマ 実施内容
業務レベルでの
リスク識別

参加者が日常的に実施している業務におけるリスクについて洗
い出した上で、グループで当該リスクを分類する。

モニタリング
（独立的評価）

参加者の所属自治体で内部統制のモニタリングを実施すること
を想定し、どの部署がモニタリングを実施することが望ましいか、
また、モニタリングの実施方法及び記録方法等について議論する。

当該ワークショップにおける代表的な意見は、以下のとおりである。

図表25　ワークショップにおける代表的な意見

テーマ 代表的な意見

業務レベルでの
リスク識別

【識別された主なリスク】
・個人情報の流出
・契約事務の誤り
・メール、郵送物の送付誤り
・証明文書発行誤り

モニタリング
（独立的評価）

【内部統制推進部門が実施する場合のメリット】
・モニタリングの水準が一定となる。
・内部統制への理解が高い
・当事者意識がある
・事務分掌の立場上、客観性が高い

【内部統制推進部門が実施する場合のデメリット】
・各業務の専門的なところは分からない
・形式的に実施されるおそれがある

【別に設置された内部統制評価部門が実施する場合のメリット】
・専門的な評価、指摘が可能
・公平、独立的、客観的

【別に設置された内部統制評価部門が実施する場合のデメリット】
・人材確保、部署新設は困難
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識別された主なリスクについては、複数のグループで挙げられたものであることから、自
治体の現場で共通的に認識されているリスクがあることを示唆している。また、独立的評価
の実施主体については、内部統制の理解と各業務の理解とを分けて考えているところが特徴
的である。

分析⑦

　自治体の現場では共通的に認識されているリスクが存在している。

分析⑧

　独立的評価実施主体には、内部統制の理解と各業務の理解の双方が求められると考え
られているが、それぞれを理解している人材の確保は困難である。

 

【ちょっと一息】内部統制の費用対効果～職員研修を実施してみて～

　今回の実施した職員研修のフィードバックに「内部統制の効果が費用、労力に見合う
ものかが見えない」というコメントをいただいた。
　自治体の取組に関して費用対効果を意識することは極めて重要であるのだが、こと内
部統制に関する取組について費用対効果を検証することは容易ではない。例えば、内部
統制に取り組んだ結果、事務処理誤りが減少した場合に、これが内部統制の効果と断言
することはできないし、逆に事務処理誤りが増えたとしても内部統制の効果がなかった
とも言えないであろう。その意味で、内部統制は、かかるコストに対して定量的に効果
が上回ることを示すことは難しいが、内部統制に取り組まないということは、事務処理
誤りとは別に、「説明責任」、「監査委員監査」という 2つの問題（コスト）に直面するこ
とになると思われる。
　「説明責任」とは、今後、一定数の自治体が内部統制に取り組むことになった際に、「我々
の自治体は内部統制に取り組んでいませんが、特に問題が起きていないので大丈夫です」
という説明にどれだけの説得力があるかということである。「監査委員監査」とは、内
部統制が法的に義務付けられていなくとも、監査委員監査が内部統制を前提としたもの
に変化していくということである（P.92 ～ 94参照）。
　とはいえ、内部統制の取組に関しても費用対効果の視点が必要なことも確かであるこ
とから、どこまで実施して、どのような効果を目的とするかは今後も意識していかなく
てはならないと改めて考えさせられたコメントであった。
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3．分析から導かれる課題

多摩・島しょ地域における自治体の内部統制の現状について分析した結果から、以下の図
表のとおり「体制整備」、「対象とするリスクの範囲」、「マニュアル等の整備」、「リスクと対
策の対応関係」、「人的資源の制約」の 5つの課題を認識した。

図表26　多摩・島しょ地域の自治体の内部統制の現状分析から導かれる課題

課題 対応する
現状分析

■ 体制整備
現時点では内部統制に取り組む体制が整備されていない。

③

■ 対象とするリスクの範囲
必ずしも特定の事務処理誤り等が発生しやすい傾向があるわけではな
く、事務処理誤り等の発生自体は処理件数の影響を大きく受けると考え
られることから、発生の有無だけではリスクの有無を判断できない。
一方で、自治体の現場では、共通的に識別されているリスクが存在し
ている。そのため、どの範囲でリスクを識別するかの切り口や考え方の
検討を先進自治体等の事例や自治体間の連携によって行うことが必要で
ある。

④、⑤、⑦

■ マニュアル等の整備
小規模自治体では、規模の大小にかかわらず整備されていることが望
まれる契約事務等のマニュアルやフロー図の整備、日常業務における未
使用の情報システムやパソコンの有無及び日常業務に利用するパソコン
からのサイトアクセス制限が整備されていない。

②

■ リスクと対策の対応関係
事務処理誤り等の発生の有無について講じている対策の有効性は必ず
しも明確ではなく、事務処理誤り等がないことをもって対策が十分であ
るとは判断できない。
また、現状ではヒヤリハット集等のリスク一覧の整備や識別したリス
クと対応する統制行為やマニュアルとの紐付けは自治体の規模にかかわ
らず既存の取組では十分ではない。このため、リスク識別・対応も十分
であるかは明らかではない。

①、⑤

■ 人的資源の制約
限られた人員の中でどのように効率的・効果的に内部統制に取り組ん
でいくかの検討が必要である。

⑥、⑧
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